
国⽴市
＜概要版＞

公 共 施 設 ⽩ 書

国 ⽴ 市

8割が建設後30年以上経過

建築物だけでなく道路や下⽔道といったインフラ施設も⽼朽化しています。
何を優先し、どのように維持管理していかなければいけないか。
さまざまな視点から公共施設を考える本…それが「公共施設⽩書」です。



１

公共施設の⽼朽化問題とは・・・

昭和30年代から50年代にかけての⾼度経済成⻑期には、急
激な社会の変化や⼈⼝の急増などに伴って、さまざまな公共施
設が建設されました。これらの公共施設は建築後30年以上が
経過し⽼朽化が進んでおり、今後、⼤規模改修や建替えが必要
な時期を迎えます。

これらの取組みには多額の費⽤が必要となりますが、今後、
⼈⼝減少や少⼦⾼齢化の進展により財政状況が⼀層厳しくなる
ことが⾒込まれています。そのため、公共施設の⽼朽化対策の
ために⼗分な財源を確保することが難しい状況です。

このような状況を「公共施設の⽼朽化問題」と⾔い、全国的
に共通の課題となっています。

写真① 老朽化した公共施設の例（イメージ） 写真② 老朽化した道路（イメージ）



２

公共施設⽩書 とは・・・？

「公共施設⽩書」は、市の保有・管理する公共施設の利⽤状
況や運営状況、建物の状況やコスト状況など、公共施設の現状
と課題を整理したものです。

今後、公共施設の統廃合や複合化、効率的なサービス提供⽅
法など、これからの公共施設のあり⽅を検討していくための基
礎資料として作成しました。

また、本⽩書を公表することにより、市⺠のみなさまにも問
題意識を共有していただき、これからの公共施設のあり⽅につ
いて、⼀緒に考えていただくことを⽬指すものでもあります。

みんなで、
国立市の未来に
ついて一緒に

考えましょう！



国立市

地域福祉館（５）

地域防災
センター（５）
地域集会所

（１３）

北地域 8,421人（11％）
3,998世帯（11％）

地域実態マップ
建物延床面積：12.4万㎡
1人当たり面積：1.7㎡/人

保育園（４）

消防分団（６）

図書館
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ィ
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中学校（３）
児童館（３）

小学校（８）
学童保育所（７）

庁舎、市民窓口

公民館、
文化・芸術

福祉保健

スポーツ

総人口　74,558人（H27.1.1)
世帯数　35,771世帯

東・中・西地域 30,671人（41％）
15,240世帯（43％）

立東

北市民プラザ図書館

北市民プラザ

公民館
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国⽴市の主な施設を整理した「地域実態マップ」を
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地域福祉館
（５）

地域防災
センター（５）

地域集会所
（１３）

小学校（８）
学童保育所（７）

保育園（４）

消防分団（６）

福祉保健

スポーツ

図書館
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施
設

中学校（３）
児童館（３）

庁舎、市民窓口

公民館、
文化・芸術

　総面積　8.15ｋ㎡
　人口密度　9.148人／ｋ㎡

18,282人（25％）
8,203世帯（23％）

富士見台地域 17,184人（23％）
8,330世帯（23％）

南部地域

本庁舎

9,531㎡

障害者

センター

中央図書館

1,511㎡

子ども家庭

支援センター

市民芸術小ホール

3,217㎡ 2,182㎡

Ｈ3

総合体育館

6,124㎡
南市民プラザ

トレーニング室

南市民プラザ

分室

矢川

青柳

第一 第二 第三第四

谷保東
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Ｓ62 Ｈ5

古民家

Ｓ49

4,060㎡

保健センター

1,623㎡

あすなろ

Ｓ56

Ｓ57

下谷保

富士見台一丁目富士見台二丁目

富士見台 下谷保

谷保東 一本松

青柳

中平

石神 坂下千丑 久保 南区

（矢川） 矢川南

六小
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14

Ｓ44
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道
２
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号
線
（旧
国
道
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四軒在家

郷土文化館

三中

7,712㎡11

Ｓ50

中央

児童館

中央学童

二中

7,288㎡15

Ｓ37

多
摩
川福祉会館

矢川学童

矢川児童館

南学童

⾒てみましょう！
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施設の内訳 • 学校施設の占める割合が
⼤きい（約55％）

５

施設のこと（整備状況） • 築30年以上が81％と、
⽼朽化が進⾏している

小学校

45,097㎡

中学校

22,795㎡

その他教育系施設

1,934㎡

行政系施設

12,367㎡

文化・社会教育施設

9,942㎡

保健・福祉系施設

7,629㎡

コミュニティ関連施設

6,464㎡

スポーツ施設

6,446㎡

子育て支援施設

5,769㎡

その他

5,571㎡

小学校、
中学校で
約55％

建物延床面積
12.4万㎡

市民1人当たり
1.7㎡/人

合計124,014㎡
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・庁舎倉庫
・公民館
・清掃分室（管理棟）

・東保育園
・西福祉館
・北福祉館
・東福祉館

直近5年間の大規模改修該当施設（Ｈ28～Ｈ32）

建替え 中規模修繕（60年目）

躯体修繕

平準化前

（年）
大規模改修（40年目） 中規模修繕（20年目）

中
央
図
書
館

計画（H29,H30）
・旧国立駅舎
・矢川複合施設
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施設だけではなくインフラもあわせると…
• インフラ施設も⽼朽化しており、多額の
更新費⽤が必要

これからかかるお⾦のこと • 保全計画通り実⾏しても
約1.7倍のかい離がある

大規模改修（40年目）

中規模修繕（20年目）

建替え

中規模修繕（60年目）

実施計画

計画

（「国立市公共施設保全計画」より） 今後50年間の更新費用総額
686億円

公共施設事業費
（施設分・直近5ヵ年平均）

8.1億円/年

1.69倍

１年当たりの整備必要額

平均 13.7億円/年

※インフラ施設：道路、下⽔道、公園等の施設

今後50年間の更新費用総額
1,100億円



７

地域のこと • ⼈⼝が減少している地域もあれば、増加して
いる地域もあり、地域によって状況が異なる

⼈のこと • 今後、20年間で約５％の⼈⼝減少の予測
• ⾼齢化が⼀層進展する

8,864人 8,116人

49,607人

41,154人

16,087人

21,643人
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2015年 2036年

74,558人
70,913人

(22%)

(66%)

(12%)

(31%)

(58%)

(11%)

高齢者人口

生産年齢
人口

年少人口

高齢化が
進展する単位：人

北地域

• 都営や公団（現：UR ）等
の大規模住宅が建設されて
いる

• 人口割合、公共施設数、共
に少ない地域

南部地域

• 谷保地域を中心に農地や自
然が多く残る地域

• 甲州街道に沿って市街化が
進んでおり、人口が増加し
ている地域

東・中・西地域

• 大学通りや教育施設が集中
する文教地区として形成さ
れたシンボリックな街並み

• 集合住宅等の開発により、
市民の４割が居住

富士見台地域

• 市役所をはじめ、芸術小
ホール、総合体育館などの
市域対応施設が集中

• UR富士見台団地、都営矢
川北アパートが老朽化して
おり、人口が減少している
地域

これまでの10年間で
人口が減少

これまでの10年間で
人口が増加



49,607人

41,154人

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

８

⼈⼝減少・少⼦⾼齢化が財政に与える影響

お⾦のこと • ⽣産年齢⼈⼝の減少による個⼈市⺠税の
減少や⾼齢化等による扶助費の増加

2015年 2036年

個人市民税
67.7億円

54.6億円

生産年齢人口
（人）

生産年齢人口
(15才～64才)

個人市民税
（億円）

人口減少社会の到来

生産年齢人口の減少

収⼊が減少する要因

少子高齢化の進展

高齢人口の増加

⽀出が増加する要因

国⽴市の財政は、今後さらに厳しくなる。

公共施設にかけられる予算が少なくなる！



９

コスト状況

建物状況

公共施設の実態を把握しました

■⾏政コスト計算書

■トータルコスト

建物の構成要素の状況を
レーダーチャートで評価
します。

（例：公⺠館）

（例：地域防災センター）

Ⅰ．現金収支を伴うもの

【コストの部】 公民館

0

修繕費 900
光熱水費 6,734
委託料 8,526
土地借上料等 0
市債利息償還金 0
その他 48

16,208

職員人件費 52,500
嘱託員等報酬 13,193
臨時職員賃金 3,256
委託料 5,907
その他 19,909

94,765

110,973

【収入の部】
0

12
12

Ⅱ．現金収支を伴わないもの
【コストの部】

7,021

【収入の部】
0

Ⅲ．総括
117,994
117,982

コストの部合計（トータルコスト）
収支差額（ネットコスト）

事
業
運
営

に
係
る

コ
ス
ト

 事業運営に係るコスト
現金収支を伴うコスト　計

現金収入を伴う収益　計

分担金及び負担金
使用料及び手数料

減価償却相当額

収入未済額

指定管理料

施
設
に
係
る

コ
ス
ト

施設に係るコスト　

その他 1,991 万円

委託料 591万円

嘱託員等報酬 1,319万円

職員人件費 5,250 万円

委託料 853万円

光熱水費 673万円

減価償却相当額 702万円

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（万円）

1億1,799万円

事業運営に係る

コスト 9,477万

円

施設に係るコス

ト 1,621万円

（80.3％）

（13.7％）

(6.0%)

建物のハード面だけでな
く、そこで行われている
サービス（事業）とあわ
せたコストを把握して、
施設の最適なあり方検討
へつなげます。

パターンⅡ パターンⅢ パターンⅣ

　該当施設 建築年度 　該当施設 建築年度 　該当施設 建築年度

1 中平地域防災ｾﾝﾀｰ 昭和55 4 富士見台地域防災ｾﾝﾀｰ 昭和61 5 中地域防災ｾﾝﾀｰ 平成元
2 東地域防災ｾﾝﾀｰ 昭和57 # #
3 下谷保地域防災ｾﾝﾀｰ 昭和59 # #

｜ ｜ ｜ ｜

・重要部位に修繕の必要な劣化
⇒早期に劣化部位の修繕・改修が必
要な施設

・今後、老朽化が進行する
⇒今後老朽化対策の検討が必要にな
る施設

＜ 3 施設 ＞ ＜ 1 施設 ＞ ＜ 1 施設 ＞

評
　
　
価

・老朽化が進行している
⇒建替え又は大規模改修 などの老朽
化対策の検討が必要な施設

該
当
施
設

老朽化 今後 老朽化劣化対策

0

1

2

3

優先２

①耐震安全性

②築年数

③劣化状況

④バリアフリー

⑥維持管理費

⑤環境対応

振分基準;

パターンⅠ以外で

②=1の施設

0

1

2

3

優先３

①耐震安全性

②築年数

④バリアフリー

⑥維持管理費

⑤環境対応

振分基準;

パターンⅠ以外で

②=2又は3、

③=1 の施設

③劣化状況

0

1

2

3
優先４

①耐震安全性

②築年数

④バリアフリー

⑥維持管理費

⑤環境対応 ③劣化状況

振分基準;

パターンⅠ以外で

②=2、

③=2又は3の施設



１０

利⽤状況

運営状況

（例：地域集会所）

（例：保育園）

それぞれの施設の特色
にあった利用状況を把
握します。
（例：図書館⇒貸出件数）
（例：学校 ⇒児童数）等

運営状況として、
・管理形態（直営/指定管理等）
・運営人員
などを、施設ごとに整理します。

なかよし保育園 矢川保育園 西保育園 東保育園 合計

管理運営形態 直営 直営 直営 直営

正規職員 20 20 19 20 79
嘱託員 10 8 6 8 32
臨時職員 14 13 14 12 53

　合計 44 41 39 40 164
※正規職員には再任用職員を含む

724

573

158

312

299

434

903

569

805

78.4%

62.0%

8.5%

16.9%

16.2%

23.5%

48.9%

61.6%

87.1%

【924コマ】

【924コマ】

【1,848コマ】

【1,848コマ】

【1,848コマ】

【1,848コマ】

【1,848コマ】

【924コマ】

【924コマ】

0 500 1,000 1,500 2,000

矢川集会所

中一集会所

千丑集会所

坂下集会所

石神集会所

谷保東集会所

富士見台二丁目

集会所

富士見台一丁目

集会所

南区公会堂

（コマ）

稼動率40%以下

稼動率60%以上



＜東・中・⻄地域＞の例では
地域ごとに公共施設の実態を⾒てみましょう

１１

◇ 地域の特⾊
• ＪＲ中央線の南側に位置する地域で、東側は国分寺市と府中市、⻄側

は⽴川市と隣接しています。
• ⼤正末期から昭和初期にかけて⺠間開発によって整備された地域です。
• ほぼ全域が⽂教地区に指定されており、「⽂教都市くにたち」の象徴

的な地域となっています。
• 国⽴駅南⼝駅前広場及び⼤学通り、旭通り、富⼠⾒通り等に沿って商

業地が形成されています。この地域には⼀橋⼤学をはじめとする多く
の教育施設が集中し、その周辺は閑静な住宅地として個性ある整然と
した街並みが形成されています。

• Ｈ27.1.1：30,671⼈（市の⼈⼝の41％）
• 過去変化：10年間で3.7％（1,104⼈）増加

◇ ⼈⼝



１２

◇ 施設配置状況、保有機能から⾒る課題
• 市⺠の4割が居住している地域ですが、公共施設の保有量は市全体の

25％となっています。
• 閑静な住宅街が形成されており、地価も⾼く、新たな⽤地を取得する

ことが厳しいことから、今ある施設を有効活⽤することが求められま
す。

• 地域福祉館、地域防災センターの稼働率が低いため、将来の需要予測
を⾒据えて、施設の有効活⽤を検討する必要があります。

◇ 施設保全から⾒る課題
• 国⽴第⼆⼩学校、国⽴第⼀中学校は残存耐⽤年数が短くなっています。

建替えを検討する際には、周辺にある公共施設の機能を取り込み、地
域の拠点としていくという視点も必要です。

残存耐用
年数

（2015基

準）

面積
(㎡)

室数
(室)

平均
面積

(㎡/室)

小学校 国立第二小学校 昭和38年 52 5,571 8 395 12 5,866 148,509 787

国立第三小学校 昭和46年 44 6,215 21 512 17 1 5,940 116,008 797

国立第八小学校 昭和53年 37 5,359 43 258 11 2 6,527 253,000 875

中学校 国立第一中学校 昭和37年 53 7,794 7 478 13 3 7,334 153,427 984

文化・社会教育系
施設

公民館 昭和53年 37 1,590 43 70,916 119 243 6 41 11,799 1,664 1,583

東分室 昭和53年 37 102 43 7,996 396 495 53

コミュニティ関連
施設

中一丁目集会所 昭和59年 31 52 62.0% 5,062 34 1 34 172 339 23

西福祉館 昭和50年 40 336 40 18.8% 11,457 129 5 26 424 370 57

東福祉館 昭和53年 37 345 43 31.8% 18,809 119 5 24 576 306 77

東地域防災ｾﾝﾀｰ 昭和57年 33 243 47 37.0% 10,833 110 3 37 345 318 46

中地域防災ｾﾝﾀｰ 平成元年 26 253 54 36.2% 11,307 106 3 35 409 362 55

子育て支援施設 西児童館 昭和57年 33 359 47 13,026 2,426 1,862 325

東学童保育所 平成21年 6 241 34 79 2,280 288,646 306

西学童保育所 昭和57年 33 205 47 100 2,242 224,160 301

行政系施設 第五分団器具置場 昭和60年 30 25 10 538 72

第六分団器具置場 昭和60年 30 25 10 617 83

※児童数生徒数＝単式学級在籍者数＋特別支援学級在籍者数

特別
支援
学級

児童・生
徒または
利用者1
人当たり
コスト
(円/人)

市民1人
当たり
コスト
(円/人)

延床
面積

（㎡）

利用状況 保有機能 コスト状況

稼働率
児童・生徒
または利用
者数（人）

ホール
等

（㎡）

会議・集会機能

トータル
コスト

（万円）

学級数
（学級）

通常
学級

用途分類 施設名称
建築
年度

（年度）

築年数
（年）

構造体
評価

（H27保全
計画参
照）

データ出典：平成26年度事務報告書等

経過年数：築20年以上

経過年数：築30年以上

経過年数：築40年以上

残存年数：20年未満

残存年数：10年未満
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課題のまとめ

＜人口＞ ＜地域＞

＜財政＞ ＜施設＞

地域単位での施設再編など、これからの公共施
設のあり⽅について検討する必要があります。

現役世代のみでなく将来世代も⾒据えた、持続
可能なまちづくりへつなげる必要があります。

⼈⼝動向や開発動向等、社会情勢の変化に対応
した公共施設と⾏政サービスを提供していく必
要があります。

• 平成27年約7.5万⼈をピー
クに、今後5年程度は横ばい、
その後減少に転じる予測。

• 地域によって、すでに減少
が始まっているところやま
だ増加が続くところなど、
さまざまである。

• ⽣産年齢⼈⼝の減少による
個⼈市⺠税の減少や⾼齢化
等による扶助費の増加が予
測される。

• 厳しい財政状況により、公
共施設にかけられる予算が
さらに少なくなる。

• 建物延床⾯積12.4万㎡・市
⺠1⼈当たり1.7㎡保有。

• 築30年以上が81％と⽼朽化
が進⾏している。

• インフラの⽼朽化も進んで
おり、全ての施設を維持す
ることは困難。

• 閑静な住宅街として整然と
した街並みが形成されてい
る地域や、市役所などの市
域対応施設が集中する地域、
農地や⾃然が多く残る地域
など、同じ市内でも地域特
性が異なる。
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持続可能なまちづくりへ向けて・・・

＜複合化・多機能化の推進＞

周辺の老朽化した
単独施設

学校施設の更新時に
周辺の老朽化施設の機能を集約化

（効率的な施設整備）

ニーズの変化に応じた
新たなサービスの導入

＜今後の取組み（予定）＞

１建物１サービス

１建物１サービス

• 例えば、学校を建替える際に、周辺の集会施設などの機能を
学校施設の中に取り込んで、⼀体的に整備していくことを“複
合化”と⾔います。

• “複合化”すると、１か所でいろいろな機能・サービスを受け
られるようになり（＝“多機能化”）、利⽤者の利便性向上に
もつながります。

• また、施設の“複合化”によって、施設⾯積の削減にもつなが
ります。

（複合化のイメージ）

平成28年度

• 市勢状況等の整
理分析
• 公共施設の実態
（利用、運営、コスト、

建物、機能別分析）

• 地区別の実態

• 管理に関する方針

• 施設類型別方針

• インフラ方針

• 数値目標 等

公共施設等
総合管理計画

の策定

実行へ

平成29年度 平成30年度平成27年度

（仮称）公共施設再編計画

公共施設白書
の更新

市民
説明会

市民
説明会

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ
ｺﾒﾝﾄ

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ
ｺﾒﾝﾄ



みんなで考えよう。くにたちの未来のこと
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